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産業集積地における企業行動について
一生 産 ・流通機 能の連携 一





































わが国のアパレル業界は、伝統的に素材 ・生地メーカー、商社、アパ レル(製 造卸)、小売な
ど、様々な機能を担う企業が取引分業体制を形成してお り、それぞれの主体が流通の各段階で在
庫を形成することにより季節や流行による市場リスクを分担するという、いわば 「柔軟性のある














で企画、生産か ら小売 までを一貫して行 うのがSPA3)と呼ばれる業態である。例えば、ルイ ・














タイプに分かれることがわかる(図1参 照)。つまり、既存のアパ レル企業にとっては、先 にみ
た 「柔軟な取引システム」を超える戦略の方向性が、大きく2つ存在していることを意味する。
そして、どちらのタイプにも共通しているのは、店頭の情報を的確 に生産や在庫段階に伝 え、敏
















この2つ の方向性の違い について、 もう少 し検討 してみ よう。 これ まで、 アパ レル業界 におけ
る取引関係 の変化 については、 「伝統 的市場取引」か ら 「サプライ ・チ ェー ン取引」へ の移行(加
藤司2000)として、つ ま り図1に お ける① の矢印が示す方向性 として説明 され ることが多か った
といえよ う。 この場合、サ プライ ・チェー ン取引 とは、 「長期的、かつ チ ャネル シス テム全体 の
観点か らそれぞれの メンバーの活動 を調整す ることに よって効率性 を実現す るメカニズムを内包」
してい ることを特徴 としてい る。
これ に対 して、モー ガンとハ ン ト(MorganandHunt)は、長期継続的 な取引 を非連続的 な取
引(discretetransaction)から関係 的交換(relationalexchange)への移行 とい う概念 で説 明 し、
関係性 を規定す る中心的 な要因 はパ ワーや調整能力で はな く、関係への コ ミッ トメン ト(関 与)
と信頼 である ことを明 らか にした(MorganandHuntl994、p22)7)。す なわ ち、 コ ミッ トメ ン
トと信頼が存在す るとき、企業間の能率、生産性、効果 を促 進 させ、直接 的 な協調行動が生 じる
とい うのであ る。
これ ら代表的 な議論 は、 どちらも長期的 な企業間関係 を前提 としなが ら、その関係が効率性 を
重視す るか、あ るい は関係その もの重視す るか によって、その連携の性質やマ ネジメン トのあ り























客層に支持される自社ブランドや店舗イメージを確立するために、独 自のコンセプ トに基づ き、個
性的なデザイナーや他にはない技術 を持つ製造業者との関係を構築したりする。つまり、より強い
生産 ・流通機能の連携を実現するためには、中心 となる企業が主体性を発揮し、 リスクを負担する
ことにより商品開発から流通に至る管理に積極的に関わることが不可欠な要素となっている。
以上のような点を踏まえ、次節では、アパレル業界における新しい取引関係の特質を、企業の






(1)ユ ーピースポ ーツ社 の概 要
ユー ピースポー ツ株式会社 は、東大阪市 に立地す る従業員32名のスポー ツ関連の アパ レル企業
であ るlo)。同社 は、かつて1980年前半 にハ ングライダーを模 した独特 の ロゴ ・マー ク(図2)を
付 けた商 品をヒ ッ トさせ、全 国的に も知 名度が高 まった11)。同社 はスカイスポー ツの分野で は世
界的 に知名度の高い この 「UP」 ブラン ドを、長年 に渡 って 自社 ブラン ドとして保有 してい るユ
ニー クな企業であ る。
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表1ユ ーピースポーツ株式会社の沿革
年 出来事
1971年 UP創 始者 ピー トブロ ック氏UP(UltralightProducts)社設立
設 1972年 山崎勇祐氏渡米、UP社 の日本販売代理店 となる
立




長 ・A社(商 社)と ライセ ンス契約(95年まで)
期 ・国内においてUPブ ランドの知名度が高まる
1991年 JR大阪駅構内 「ギャレ」にスカイスポーツ専門店出店
1993年 ・JR西日本 と提携 し和歌山でパ ラグライダー教室開始
1995年 ・B社(大 阪市 、 ライセ ンス専 門会社)と ライセ ンス契約(99年 まで)
1998年 鶴 見はなぽ一 とブロ ッサム(大 阪市)出 店(ア ウ トレッ ト)
1999年 横浜 ベイサイ ドマ リーナ店(横 浜市)出 店(ア ウ トレッ ト)
発 2000年 ATCマ ー レ(大 阪市)出 店(ア ウ トレッ ト)
展期
千葉 ららぽ一と店(船 橋市)出 店(専 門店)
ラ ・フェ ッ ト多摩南大沢店(八 王子市)出 店(ア ウ トレッ ト)
ガーデ ンウ ォーク幕張店(千 葉市)出 店(ア ウ トレッ ト)
マ リンピア神戸(神 戸市)出 店(ア ウ トレッ ト)
・大阪府経営革新支援法認定(SPA体 制によるブランド再構築)
・アウ トレッ ト店 も含 めたPOS導 入(第 二期)
2003年 大正店(専 門店)を 出店 し9店舗体制に(ア ウトレット6、専門店3)
転 C社とのライセンス契約 ブランド再構築に向けた取 り組みの模索
換
期 ・山崎勇祐氏 、国際航空連盟(FAI)よ り世界 的なスカイスポーツの
発展に貢献 したパイオニアとして表彰を受ける


























UPス ポ ーツ A社(商 社)
B社(専 門会社)
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見区 に開設 し、 そのテナ ン トとしてギャレでの実績が評価 され た同社 がテナ ン トとして入居 した。
それ以降、施設 のデベ ロッパーは全 国的 にアウ トレッ ト・モール を展 開 し、 そのテナ ン トとして、






メ ー カ ー
卸
出所:図4に 同 じ




































UPス ポ ー ツ
(蝶理担当部署設置)






















このような問題が生 じた原因について、両社 とも開発当初の製品コンセプ トやブランド・イ
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10同 社へのインタビュー調査は2004年4月～2005年3月に合計6回 実施した。お忙しいなか快 くご対応い
ただいた同社社長の山崎勇祐氏をはじめ、スタッフの皆様に厚く御礼申し上げる。なお、ありうべ き誤 り
は全て筆者にある。
ll筆 者は偶然にも、この時期にUPの ロゴ・マークの入った衣料や雑貨を愛用 していた。なお、このロゴ ・
マークは、米国で著名なデザイナーであるピー ト・ブロック氏のデザインによるものである。
12つ まり同社は自社ブランドを保有する親会社(ラ イセンサー)と いう位置づけである。この点が、同社
のその後の事業展開上の特徴でもある。
